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「適正な電力取引についての指針」の改定について 

 

 

 

１．「適正な電力取引についての指針」の改定の状況 

（１）改定の経緯及び必要性 

現行の「適正な電力取引についての指針」（以下「ガイドライン」という。）は，平成１７

年５月に改定されたものである。 

卸電力市場で重要な役割を担うことが期待されている日本卸電力取引所（ＪＥＰＸ）が平

成１７年４月に開設されたが，この点について，資源エネルギー庁が本年５月に公表した制

度改革評価小委員会報告書では，「卸電力取引所の開設等の制度改革に伴い,卸電力の取引形

態が多様化してきていること等を踏まえ，卸電力取引所取引や常時バックアップの在り方な

どを含め,適正取引ガイドラインを平成１８年度中を目途に改定する。」とされ，公正取引委

員会が本年６月に公表した「電力市場における競争状況と今後の課題について」では,「Ｊ

ＥＰＸが設立されたことに加えて,常時バックアップにおける取引量や取引形態が変化して

いることを踏まえて，今後必要があれば独占禁止法上問題となり得る取引について明確化を

図っていくべきであると考えている。」と記載されている。 

 

（２）主な論点 

今回のガイドライン改定では,卸電力取引所取引及び常時バックアップの在り方が主たる

論点になっている。 

 

２．論点 

（１）常時バックアップ 

  ア 現状 

    ＪＥＰＸは，新規参入者の電力調達手段としての機能を担うべく発足し，一般電気事業

者の中には，常時バックアップはＪＥＰＸにおける取引に移行すべきであるという意見が

あるが，現段階では取引規模の面において，主要な調達源としての役割を果たしていると

はいえず，また，価格面でも不安がある。このような現在のＪＥＰＸの実態を踏まえれば，

常時バックアップを代替できるような状況にはなく，今後とも引き続き，常時バックアッ

プはＰＰＳにとって主要な電源調達手段であると考えられる。 

  

  イ 意見に対する考え方 

  （ア）常時バックアップの望ましい行為の記述については，①ガイドラインの記述が常時バ

ックアップの実態と異なることから削除すべきであるという意見と，②一般電気事業者
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との常時バックアップの交渉においての指標等になることから維持すべきという，２つ

の意見がある。 

この件については，常時バックアップの実態は，小売における部分供給と同一のもの

ではなく，むしろ，ベース電源として利用されており,卸供給という位置づけであると

考えられること，また，常時バックアップについての基本的な考え方が変更されるもの

ではなく，不当な料金を設定する行為については，引き続き，公正かつ有効な競争の観

点から問題となることが現行ガイドラインに明記されていることから，当該記述を削除

するということでよいか。 

   

（イ）常時バックアップはＪＥＰＸに移行すべきであるとの意見がある。 

この件については，現時点では，ＪＥＰＸにおける価格・供給面等に十分な体制が整

っておらず，ＪＥＰＸが常時バックアップを代替できる状況にはないことから，現在の

常時バックアップの考え方を引き続き維持するということでよいか。 

  

 （ウ）常時バックアップ料金と小売料金の整合性についての考え方を明確化すべきであると

いう意見がある。また，ＰＰＳの規模が拡大したことを理由に，常時バックアップの量

を制限すべきではないという意見がある。 

これらの件については，常時バックアップについての基本的な考え方を変更する予定

はなく，また，常時バックアップについて問題となる行為の記述については維持するこ

とから，現行ガイドラインに基づき対応するということでよいか。 

   

（エ）ＪＥＰＸで購入する電力を常時バックアップの代用とするため，一般電気事業者との

常時バックアップを一度打ち切ったＰＰＳが，再度常時バックアップを受ける際に，一

般電気事業者が不当に高い料金を設定することを禁止すべきであるとの意見がある。 

この件については，現行のガイドラインにおいて，一般電気事業者が新規参入者に対

し，常時バックアップについて不当な料金を設定する行為は，新規参入者の事業活動を

困難にさせるおそれがあることから，独占禁止法上違法のおそれがある旨規定されてお

り，当該規定に基づき対応するということでよいか。 

  

 （オ）ＪＥＰＸにおけるスポット価格を常時バックアップ料金の基準とするのは不適切であ

るとの意見がある。 

この件については，ＪＥＰＸのスポット価格は高騰する場合もあることから，これを

常時バックアップ料金の水準とすることは不適切であるため，常時バックアップ料金に

ついてのこれまでの考え方を維持し,不当な料金を設定する行為があった場合は，現行

ガイドラインに基づき対応するということでよいか。 
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（カ）一般電気事業者の供給区域内における常時バックアップを禁止し，供給区域を跨いだ

常時バックアップに限定してはどうかという意見が寄せられている。 

この件については，制度変更を要する問題であって,ガイドラインの中で議論するの

は適切でない。常時バックアップについて不当な料金を設定する行為があった場合は，

現行ガイドラインに基づき対応するということでよいか。 

 

（２）日本卸電力取引所（ＪＥＰＸ） 

  ア 現状 

ＪＥＰＸは，指標価格の形成，需給ミスマッチ時の販売・調達手段など，事業者のリス

クマネジメント機能の役割を果たすことを目的として設立され，平成１７年４月から取引

が開始されている。ＪＥＰＸにおける平成１７年度の取引量は約１０．９億ｋＷｈとなっ

ており，卸電力取引全体（約２４０４億ｋＷｈ）に占めるＪＥＰＸの取引量はわずか０．

４５％にすぎず，主要な電力調達手段の１つと評価できる状況には至っていない。 

小売販売電力量（約８９３６億ｋＷｈ）に対する卸電力取引量（約２４０４億ｋＷｈ）

の割合は約２７％となっている。また，一般電気事業者が卸電力取引量の約９５％に相当

する約２２８７億ｋＷｈを購入しており，強いバーゲニング・パワーを有している。 

   

  イ 意見に対する考え方 

  （ア）卸電力取引所に係る行為の取扱いについて，現在の卸電力取引所における取引量は少

ないものの，今後，新規参入者の事業活動にとって，常時バックアップの移行など卸電

力取引所における取引が重要なものになるとの観点から，「望ましい行為」及び「問題

となる行為」を整理し，新たに章立てすべきではないかという意見がある。 

この件については，卸電力取引所に係る行為について新たに章立てし，ガイドライン

に記述していくことでよいか。 

   

（イ）ＪＥＰＸへの玉出しについては，市場に任せるべきとの意見がある。 

この件については，ＪＥＰＸへの玉出しについての考え方を卸電力取引所における望

ましい行為として，ガイドラインに記述していくことでよいか。 

   

（ウ）ガイドラインに記述されている余剰発電分を新規参入者に卸売する場合だけでなく，

卸事業者がＪＥＰＸに電力を供給する場合にも，既存契約の不当な解除等を禁止する文

言を追加すべきとの意見がある。 

この件については，卸電力取引所における問題となる行為として，ガイドラインに記

述していくことでよいか。 

   

（エ）ＪＥＰＸにおいて，体力のある少数の一般電気事業者が高い価格で取引を行うことに

よって，体力のないＰＰＳが取引から排除されることについて，競争政策上問題ないの
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かとの意見がある。また，ＪＥＰＸにおける価格をある一定水準で維持するために，例

えば，何社かがあらかじめ売り札の価格を共同で決めるなど，市場価格の操作に関わる

行為を禁止する文言を追加すべきとの意見がある。 

独占禁止法違反のおそれがある行為については，公正取引委員会として適切に対処し

ていく。また，現在，ＪＥＰＸの市場取引監視委員会においては，自己取引，偽装取引

等の相場操縦に該当する禁止行為の監視，約定価格水準，売買の入札価格等の市場パフ

ォーマンスの分析・監視などが行われている。 

しかしながら，前者については，そのような事態が生じれば，独占禁止法上問題であ

ることは明らかである一方，現にそのような事態が生じる可能性は低いこと，後者につ

いては，不当な取引制限については独占禁止法上問題であることが明らかなので，この

ガイドラインでは記載していないことから，今回のガイドラインの改定には盛り込まな

いということでよいか。 

   

（３）その他の意見に対する考え方 

   一般電気事業者が，新規参入者と交渉を行っている需要家に対する既契約の途中解約，電

気料金の対抗的値下げ，新規の解約補償料を伴う長期契約の締結等を不当に組み合わせて行

うことにより，新規参入者の事業活動を困難にすることが独占禁止法上違法となるおそれが

あることをガイドラインに追加すべきであるとの意見がある。 

この件については，「複数の行為を組み合わせた参入阻止行為」として，ガス取引ガイドラ

インにおいても，独占禁止法上問題となる行為として記述されていることから，電力取引ガ

イドラインにも具体的に記述していくということでよいか。 

 

（４）「同様の需要形態を有する需要家に対する小売料金に比べて高い価格」の考え方（案） 

現行のガイドラインでは，常時バックアップの「公正かつ有効な競争の観点から問題とな

る行為」において，「同様の需要形態を有する需要家に対する小売料金に比べて高い料金を設

定すること」は「独占禁止法上違法となるおそれがある」としている。しかしながら，常時

バックアップの規模が拡大した結果，当該常時バックアップと同様の需要形態を有する需要

家に対する小売料金が存在しないとの指摘がある。 

このような場合について，別紙のような考え方もあるがどうか。 
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「同様の需要形態を有する需要家に対する小売料金に比べて高い価格」の考え方（案） 

 
 
１ 現行の「適正な電力取引についての指針」（電力取引ガイドライン）では，常時バック

アップの価格について，以下のように記載されている。 
 
 

電力の卸売市場が未整備であり、既存の一般電気事業者が新規参入者及び需要家に供

給し得る発電設備のほとんどすべてを確保し、かつ既存の一般電気事業者の供給区域を

越えて競争が行われていない状況においては、新規参入者が常時バックアップの供給元

を一般電気事業者以外に見いだすことが困難であることから、ほとんどの新規参入者は、

常時バックアップを既存の一般電気事業者に依存せざるを得ない状況にある。 
   このような状況において、一般電気事業者に供給余力が十分にあり、他の一般電気

事業者との間では卸売を行っている一方で、新規参入者に対しては常時バックアップの

供給を拒否し、正当な理由なく供給量を制限し又は不当な料金を設定する行為は、新規

参入者の事業活動を困難にさせるおそれがあることから、例えば、以下の場合には、独

占禁止法上違法となるおそれがある（取引拒絶、差別的取扱い等）。 
 
   （中略） 

 
○ 同様の需要形態を有する需要家に対する小売料金に比べて高い料金（注）を設定

すること。 
 
（注）常時バックアップ料金の不当性の判断においては、常時バックアップにおいて

は発生しない需要家の供給に係る託送費用や営業費用を減じないなど、費用の増

減を適正に考慮しているかどうかを含めて評価することとなる。 
 
    （以下略） 
 
 
 

資料１別紙 
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２ 「同様の需要形態を有する需要家に対する小売料金に比べて高い料金」については，

以下のように解されている。 
 
            Pb        Ppr 
      電力会社     PPS           需要者 
 

            Per 
 

   Pb  常時バックアップ価格 
   Per  電力会社の小売価格 
   Ppr  PPSの小売価格 
   X   常時バックアップにおいては発生しない需要家の供給に係る託送費

用や営業費用等 
 
電力会社から PPS への常時バックアップの料金 Pb については，当該常時バックアッ

プと同様の需要形態を有する需要家に対する小売料金である Perと比較し， 
Pb＞Per－X 

である場合は，「同様の需要形態を有する需要家に対する小売料金に比べて高い料金」に

当たる。 
 
３ 常時バックアップについての以下のような指摘がある。 
 
 常時バックアップの規模が拡大した結果，当該常時バックアップと同様の需要形態

を有する需要家に対する小売料金である Per が存在せず，この結果，Pb と比較すべ
き小売料金がなく，Pb＞Per－Xかどうか判断できない場合がある。 

 
 
４ このように当該常時バックアップと同様の需要形態を有する需要家の小売料金である

Pbを見出すことができない場合には，代替的に，以下のような考え方を基本にして，「同
様の需要形態を有する需要家に対する小売料金に比べて高い料金」に当たるかどうかを判

断する。 
 

(1) 「ほとんどの新規参入者は，常時バックアップを既存の一般電気事業者に依存せざ
るを得ない状況」であり，常時バックアップが新規参入者である PPS にとって不可欠
であるという状況であることから，Pbは，効率的な PPSが事業活動を継続できる水準
の価格でなければならない。 
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(2) このような観点からは，「同様の需要形態を有する需要家に対する小売料金」は，「当
該市場における PPS の需要家と同様の需要形態を有する需要家に電力会社が提供する
小売料金」と捉えることが適当であり，Pb と比較すべき小売価格は以下のように考え
られる。 

 
  ア PPSの小売価格と電力会社の小売価格を需要家別に以下のとおりとする。 
  

 PPSの小売価格 電力会社の小売価格

高圧業務用 Pp4 Pe4 
高圧産業用 Pp3 Pe3 
特別高圧業務用 Pp2 Pe2 
特別高圧産業用 Pp1 Pe1 

 
  イ ある市場における PPS の需要家が，例えば，９割が特別高圧業務用，1 割が特別

高圧産業用であるとすると，PPSの需要家に対する平均的な小売価格（Ppr）は， 
         0.9＊Pp2＋0.1＊Pp1 

であり，この PPS の需要家への小売価格に対応する当該市場の電力会社の小売価格
は， 

         0.9＊Pe2＋0.1＊Pe1 
となる。 

 
  ウ 電力会社が需要家に「0.9＊Pe2＋0.1＊Pe1」の小売価格で販売している場合に，

それに対応する卸売価格は，「(0.9＊Pe2＋0.1＊Pe1)－X」以下となる。 
したがって， 

         Pb＞(0.9＊Pe2＋0.1＊Pe1)－X 
   であれば，「同様の需要形態を有する需要家に対する小売料金に比べて高い料金」に

当たる。 
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１．電気事業の自由化の経緯 

（１）卸供給の自由化 

電気事業は，電気事業者に対して発送電一貫の独占供給を認める一方で，料金規制等によりその弊害

を排除する事業規制が行われてきたが，1995 年 4月に電気事業者以外の事業者が一般電気事業者に対し

て電気を卸売することが可能となることを内容とする電気事業法の改正が行われた（施行は 1995 年 12

月）。一般電気事業者に対して電力を卸売する新規参入者は独立発電事業者（ＩＰＰ）と呼ばれている。 

 

（２）小売事業の自由化 

 その後，国際的に遜色のないコスト水準を目指して，1999 年 5 月に特定規模需要（小売自由化対象需

要家）に対する電気の小売供給事業の自由化を内容とする電気事業法の改正が行われた（施行は 2000

年 3 月）。電気の小売供給事業を行う新規参入者は特定規模電気事業者（ＰＰＳ）と呼ばれている。ま

た，新規参入者が需要家へ電気を供給するための送配電設備は，一般電気事業者の既存の送電設備を使

用することになることから，一般電気事業者に対して，その際の契約条件等を定めた接続供給約款を届

出ることを義務付けた。なお，自由化対象となる特定規模需要の対象範囲は段階的に拡大されている。 

 

（３）競争環境の整備 

 さらに，2003 年 6 月には一般電気事業者の託送供給（接続供給及び振替供給）に伴う行為規制及び送

配電部門と他部門との内部相互補助を防止するための会計分離の導入，送配電部門に係るルールの策定

等を行う送配電等業務支援機関の設立を内容とする電気事業法の改正が行われた（施行は 2005年 4月）。

また，一般電気事業者の供給区域を跨ぐごとに課金される振替供給料金制度を廃止したほか，全国規模

で卸電力の取引を行う私設任意の卸電力取引市場が開設された。 

 

 施行時期 主な改正内容 特定規模需要 市場規模※ 

１ 1995 年 12 月 ・一般電気事業者に対する卸供給の自由化   

2000 年 3月 ・小売供給の自由化 

・一般電気事業者に対して，新規参入者が送

配電設備を利用する際の契約条件等を定め

た接続供給約款の届出を義務付け。 

特別高圧需要（契約電力 2000ｋＷ

以上） 

26％ 

２ 

2004 年 4月  高圧需要（契約電力 500ｋＷ以上） 40％ 

３ 

2005 年 4月 ・託送供給に伴う行為規制の導入 

・送配電部門と他部門との会計分離 

・送配電業務支援機関の設立 

・振替供給料金の廃止 

・卸電力取引市場の開設 

高圧需要（契約電力 50ｋＷ以上） 63％ 

※電力小売の自由化部門と規制部門を合わせた全販売電力量に占める自由化部門の電力量。 

資料２ 
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２．卸電力取引の概観  

ＪＥＰＸにおける平成１７年度の取引量は約１０．９億ｋＷｈとなっており，卸電力取引全体（約

２４０４億ｋＷｈ）に占めるＪＥＰＸの取引量はわずか０．４５％である。 

小売販売電力量（約８９３６億ｋＷｈ）に対する卸電力取引量（約２４０４億ｋＷｈ）の割合は

約２７％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１７年度 卸電力取引の概観

卸電力取引量 約２４０４億 kWh 

約 44億 kWh 

約 133億 kWh 自家発電 

約 2.6億 kWh 

約0.06億kWh 

約 3.4億 kWh 

約 2.6億 kWh 

 ＰＰＳ 
ＰＰＳ間取引  
約 1.4 億 kWh 

約 65 億 kWh 

小売 
約 110 億 kWh 

約 2.4億 kWh 

約 10.9 億

ＪＥＰＸ 

約0.06億kWh 

約 2.6億 kWh 

約 7.4億 kWh 

約 5.7億 kWh 

約 1591 億 kWh 

ＩＰＰ・卸電気事業者 

 一般電気事業者 
一般電気事業者間取引 

約 556 億 kWh 

小売 
約 8826 億 kWh 

（出所：電気事業分科会制度改革評価小委員会報告書から，公正取引委員会作成） 

（注１）「IPP/卸電気事業者」及び「自家発電」と卸電力取引市場との取引は両者の合算値 

（注２）円グラフは卸市場における電力契約の契約期間を示している。 

（注３）契約の種類 

82%

13%

4% 1%

100%

50% 50%

99.4
%

0.6%

6%

59%
35%

94%

6%

76%

24%

超短期：１ヶ月未満

短期：１ヶ月～１年未満

中期：１年～５年未満

長期：５年～１０年未満

超長期：１０年以上

契約の種類

超短期：１ヶ月未満

短期：１ヶ月～１年未満

中期：１年～５年未満

長期：５年～１０年未満

超長期：１０年以上

契約の種類
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３．ＰＰＳによる電力供給形態 

 

○全量供給 

 ＰＰＳが需要家に電力を全量供給する形態 

 
 
 
 
                                     １００ 
                                       
 
 
 
○部分供給 

 １つの需要場所（需要家）に対してＰＰＳ及び電力会社がそれぞれ電力を供給する形態 （電力会

社が３０，ＰＰＳが７０供給するケース） 

 
 
 

 
                  ３０                              ７０ 
                  
 
 

○常時バックアップ 

 新規参入者が電力会社から継続的に電力の一部の卸売を受けて，需要家に電力を供給する形態  

（電力会社から３０の卸売を受け，ＰＰＳが１００供給するケース） 

 
 
         
                                                
                                               １００ 

ＰＰＳ 

電力会社 ＰＰＳ 

需 要 家 

電力会社 ＰＰＳ 

需 要 家 

需 要 家 

３０ 
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４．ＰＰＳの供給力の内訳 

現在のＰＰＳの供給力のうち自前の電源は２４％となっているのに対して，自家発電設備設置事業

者からの余剰電力（自家発余剰）分が３３％，一般電気事業者からの常時バックアップは３８％とそ

れぞれ大きな割合を占めている。昨年４月に設立されたＪＥＰＸについては，現在のところ，ＰＰＳ

の電力調達に占める割合は３％にとどまっている。 

 

 

  
（出所：公正取引委員会電気事業者等アンケート調査（３月）） 

 

 

ＰＰＳの供給力内訳

24%

38%

33%

3% 2%

発電電力量

常時バックアップ

自家発余剰電力

ＪＥＰＸ

ＩＰＰ・卸電気事業者

※ＪＥＰＸについては，ＰＰＳ13社の合計の
数値を12/11倍し，その他の数値について
は，ＰＰＳ13社の合計の数値を12/9倍。 
※発電電力量とは，ＰＰＳ自らが発電した電
力量から自己消費量を引いたもの。 



 

 

 

 

電力市場における競争状況と今後の課題について（平成１８年６月公表）【抜粋】  
 
 

○供給力確保に関する課題 
 １ 供給力確保に関する課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 
 （１）ＪＥＰＸ 
  ア 卸電力取引におけるＪＥＰＸの位置づけ・・・・・・・・・・・・２ 
  イ ＪＥＰＸにおける取引の現状・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 
  ウ ＪＥＰＸ活性化の課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 
  
（２）常時バックアップ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

                                                   
 「電力市場における競争状況と今後の課題について」における「第２ 電力市場における競争上の課
題について， １ 供給力確保に関する課題」の部分（Ｐ２１～Ｐ２９）の抜粋である。 

資料３ 
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１ 供給力の確保に関する課題 

発電所の建設には，用地取得，環境アセスメント等のため長期間を要する。このため，ＰＰＳが自

前の発電所を開発するためには期間を要し，図表１９にあるとおり，現在のＰＰＳの供給力のうち自

前の電源は２４％となっているのに対して，自家発電設備設置事業者からの余剰電力（自家発余剰）

分が３３％，一般電気事業者からの常時バックアップは３８％とそれぞれ大きな割合を占めている。

昨年４月に設立されたＪＥＰＸも，電力調達の容易性向上の役割を担うことが期待されている1ものの，

現在のところ，ＰＰＳの電力調達に占める割合は３％にとどまっている。ここでは，電力調達上の課

題について概観する。 

 

図表１９ ＰＰＳの供給力の内訳 

  
（出所：公正取引委員会電気事業者等アンケート調査（３月）） 

 

 

                                                   
1 「需要家の選択肢が確保されるためには，供給区域の電力会社以外の小売事業者（他の供給区域の電
力会社を含む）の電力調達が容易であるなど市場参入が容易である必要があり，このためには，全国規
模の卸電力取引所が整備されるべきである。」（総合資源エネルギー調査会電気事業分科会報告「今後の
望ましい電気事業制度の骨格について」（平成１５年２月１５日）ｐ６） 

ＰＰＳの供給力内訳

24%

38%

33%

3% 2%

発電電力量

常時バックアップ

自家発余剰電力

ＪＥＰＸ

ＩＰＰ・卸電気事業者

※ＪＥＰＸについては，ＰＰＳ13社の合計の
数値を12/11倍し，その他の数値について
は，ＰＰＳ13社の合計の数値を12/9倍。 
※発電電力量とは，ＰＰＳ自らが発電した電
力量から自己消費量を引いたもの。 
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（１）ＪＥＰＸ 

  ア 卸電力取引におけるＪＥＰＸの位置づけ 

図表２０は卸電力取引における関係各社間の取引量を示したものである。一般電気事業      

者の供給力は，自社電源が多くを占めるほか，ＩＰＰ2・卸電気事業者3，一般電気事業者間の取引，

自家発電余剰分，卸電力取引所等多様な電源から構成されている。一方，ＰＰＳの供給力は，自社

電源，自家発電余剰分，一般電気事業者からの常時バックアップ，卸電力取引所等から構成されて

いる。 

小売販売電力量（約８７９８億ｋＷｈ）に対する卸電力取引量（約２３４３億ｋＷｈ）の割合は

約２７％となっている。一般電気事業者が卸電力取引量の９５％に相当する約２２２３億ｋＷｈを

購入しており，強いバーゲニング・パワーを有している。また，一般電気事業者の購入形態は，Ｉ

ＰＰ・卸電気事業者からの調達及び一般電気事業者間の融通が大宗を占め，これらは５年以上の長

期契約や無期限契約がほとんどである。これに対して，ＰＰＳは購入形態が５年未満の短期契約が

中心となっている。 

現在のところＪＥＰＸにおける取引量は約６．５億ｋＷｈとなっており，電力卸取引全体に占め

るＪＥＰＸの取引量はわずか０．３％にすぎず，主要な電力調達手段の１つと評価できる状況には

至っていない。 

                                                   
2 ＩＰＰ（Independent Power Producer）とは，電気事業者以外で一般電気事業者に対して電力の卸供
給を行う事業者のこと。ＰＰＳに対しても卸売を行うことは可能である。 
3 卸電気事業者とは，一般電気事業者に電気の卸供給を行う事業者であって，一定規模以上の発電出力
を有する者のこと。現在，電源開発㈱及び日本原子力発電㈱が該当。 
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図表２０ 卸電力取引の概観図 

 

 

95%

5%

平成１７年度 卸電力取引の概観図 

卸電力取引量 約 2343 億 kWh 

約 42億 kWh 

約 124億 kWh 自家発電 

約 2.1億 kWh 

約0.03億kWh 

約 3.5億 kWh 

約 1.2億 kWh 

 ＰＰＳ 
ＰＰＳ間取引  
約 1.4 億 kWh 

約 65 億 kWh 

小売 
約 112 億 kWh 

約 1.7億 kWh 

約 6.5億 kWh 

ＪＥＰＸ 

約0.03億kWh 

約 2.1億 kWh 

約 3.0億 kWh 

約 3.2億 kWh 

約 1547 億 kWh 

ＩＰＰ・卸電気事業者 

 一般電気事業者 
一般電気事業者間取引 

約 549 億 kWh 

小売 
約 8686 億 kWh 

4%
14%

82%

99%

1%

54%
46%

0.5%

99.5%

2%

62%

36%

11%

89%

2%

98%

（出所：資源エネルギー庁総合エネルギー調査会電気事業分科会制度改革評価小委員会資料より，公正取引委員会作成） 

（注１）「IPP/卸電気事業者」及び「自家発電」と卸電力取引市場との取引は両者の合算値 

（注２）円グラフは卸市場における電力契約の契約期間を示している。 

（注３）契約の種類 

  超短期：１ヶ月未満 短期：１ヶ月～１年未満 中期：１年～５年未満

 長期：５年～１０年未満 超長期：１０年以上 

4%
14%

82%
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イ ＪＥＰＸにおける取引の現状 

ＪＥＰＸは，指標価格の形成，需給ミスマッチ時の販売・調達手段など，事業者のリスクマネジ

メント機能の役割を果たすことを目的として設立され，平成１７年４月から取引が開始されている。

ＪＥＰＸの取引には主に，３０分単位で翌日受渡しする電気の取引を行うスポット取引と，特定期

間を通じて受渡しする電気の取引を行う先渡し取引がある。ＪＥＰＸで約定される取引の大半はス

ポット取引であり，シングルプライスオークション方式4によって価格決定が行われている。 

図表２１は，スポット取引における売り入札総量と買い入札総量の変遷を示したものである。売

り入札総量は，平成１７年４月は３４６０万ｋＷｈ/日であったが，平成１８年２月には８１３万

ｋＷｈ/日にまで減少している。買い入札総量は，平成１７年４月の８４１万ｋＷｈ/日が，平成１

８年２月には２６１３万ｋＷｈ/日にまで伸びている。売り入札総量と買い入札総量の関係では，

ＪＥＰＸの取引開始後平成１７年１２月までは売り入札総量が買い入札総量を上回っていた。しか

し，平成１８年１月及び２月では買い入札総量が売り入札総量を逆転している5。 

     

図表２１ スポット取引における売り入札総量と買い入札総量の推移 

売り入札総量と買い入札総量の推移
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（ＭＷｈ）

売り入札総量 買い入札総量
 

（出所：ＪＥＰＸホームページ） 

（注）買い入札総量の４月のデータはない。 

 

   

                                                   
4 商品毎に価格と量の組み合わせを入札し，売りと買いの条件が合致するひとつの交点を求め，その点
で価格，約定量を決定する方式 
5 売り入札が買い入札を下回った理由について，ＪＥＰＸは，厳冬，化石燃料の高騰などがその原因で
はないかとしている。（総合資源エネルギー調査会電気事業分科会第７回制度改革評価小委員会（平成
１８年３月２３日））議事録参照。 



 5

図表２２は，ＪＥＰＸの取引量の推移を示したものであるが，スポット取引の約定量は取引開始

当初の平成１７年４月は４７万ｋＷｈ/日であったものが，平成１７年１２月には５６７万ｋＷｈ/

日にまで伸び，その後若干減少はしているものの，平成１８年２月は４１９万ｋＷｈ/日となってい

る。 

また，図表２３は事業者別にＪＥＰＸにおける取引量を表したものである。スポット取引の売り

量のうちのほとんどを一般電気事業者が占めていたが，平成１７年８月からはＰＰＳ及びその他

（ＩＰＰ・卸電気事業者等）の比率が増加している。また，買い量は平成１７年９月まではＰＰＳ

によるものがほとんどであったが，平成１７年１０月以降は一般電気事業者の比率が増加している。 

   

図表２２ ＪＥＰＸ取引量の推移 

約定総量と平均価格
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（出所：ＪＥＰＸホームページ） 
   

図表２３ ＪＥＰＸ取引量の推移（事業者別） 

ＪＥＰＸにおける売り量の推移【スポット取引】
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ＪＥＰＸにおける買い量の推移【スポット取引】

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月

（ＧＷｈ）

一般電気事業者 ＰＰＳ その他

 

 （出所：公正取引委員会電気事業者等アンケート調査（３月）） 
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ＪＥＰＸでは，連系線を経由する供給者と需要者との約定量が，当該連系線の送電可能量を上回

る場合は，市場を分断して，個々のエリアごとの売り札と買い札を基に約定価格及び約定量を決定

している6。これまでのところ，主として東京電力と中部電力との間の連系線（ＦＣ）において市場

分断が発生している7。図表２４はＪＥＰＸにおける，東日本と西日本の約定価格を示している。平

成１７年４月から１０月までは東日本の方が高く，それ以降は西日本の方が高くなっている。 

   

図表２４ ＪＥＰＸにおける取引価格（東日本・西日本）の推移 

平均約定価格の推移（東日本・西日本）【スポット取引】
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（出所：公正取引委員会電気事業者等アンケート調査（３月）） 

 

ウ ＪＥＰＸ活性化の課題 

電力小売における一般電気事業者とＰＰＳとの競争を促進する上で，ＰＰＳにとって卸電力の調

達についても一定の選択肢の中から，必要な調達量が安定的に確保できることが望ましく，ＪＥＰ

Ｘが有力な調達手段としての役割を発揮していくことが期待される。しかしながら，前述のとおり，

平成１７年秋以降ＪＥＰＸの取引量は伸びてはいるものの，電力卸取引全体に占めるＪＥＰＸの取

引量の割合はいまだに小さく，需給のミスマッチの解消と卸取引における指標価格形成機能という

設置当初の目的を果たすためには，より一層の活性化策を講じていくことが必要である。 

ＪＥＰＸにおける取引を活性化させていく上で，（ア）ＪＥＰＸへの玉出しの増大，（イ）ＪＥＰ

Ｘの市場監視の拡充，（ウ）ＪＥＰＸの情報公開の拡充が重要であると考えられる。なお，ＪＥＰ

Ｘにおいては，商品を取引会員のニーズを踏まえて，先渡取引について，本年７月から週単位の商

品が追加される予定である。今後とも，ニーズを踏まえた商品構成の充実等を図ることによって，

今後の取引の活性化が図られることが期待される。 

 

 

                                                   
6 このような約定価格及び約定量を決定する方法を市場分断という。詳細は参考資料１１参照。 
7 詳細は後述，図表２６参照。 
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（ア）ＪＥＰＸへの玉出しの増大 

前述のとおり，卸電力取引は，一般電気事業者の購入量が大宗を占め，その多くが長期契約と

なっている。一方で，平成１２年度に小売市場が部分自由化され，また，平成１７年度からはＪ

ＥＰＸでの取引が開始されるなど，長期契約締結時には想定されていなかった制度改革により市

場環境が変化してきている。このような状況の下，自由化以前又はＪＥＰＸ開設以前に結ばれた

自家発余剰電力の販売者又は卸電気事業者から一般電気事業者に対する卸販売契約について，売

り手側がＰＰＳ又はＪＥＰＸへの卸売先の変更を希望する場合もあると想定される。需要家の選

択肢が確保されるためには，供給区域の一般電気事業者以外の小売事業者の電力調達が容易であ

ることが必要8である。したがって，一般電気事業者は，売り手が既存契約の卸供給先をＰＰＳ又

はＪＥＰＸに変更することを希望する場合は，安定供給に支障が出るなどの正当な理由がない限

り，これに応じるなど適切な対応をすることが望まれる。 

なお，公正取引委員会と経済産業省が共同で作成している「適正な電力取引についての指針」

においては，一般電気事業者に電力の卸売を行っている卸事業者（卸電気事業者，自家発電設備

設置者等）が，ＰＰＳに卸売する場合などについて，独占禁止法上問題となる行為を例示してい

る9。このような考え方は販売先がＰＰＳではなく，ＪＥＰＸであったとしても同様に問題となる

おそれがある。 
 

（イ）ＪＥＰＸにおける監視機能の強化 

ＪＥＰＸの取引の公平性，信頼性を高めていく上でＪＥＰＸにおける監視機能の強化が重要で

ある。ＪＥＰＸにおいては，市場監視委員会において，スポット取引における需給逼迫時の意図

的な価格吊り上げ等価格操作の有無について監視を行っている。また，一般電気事業者のＪＥＰ

Ｘへの投入量が，総合エネルギー調査会電気事業分科会における自主表明10に基づく適切なもの

であるかについては，市場取引検証特別委員会で検証されている。両委員会は，ほぼ毎月開催さ

れ，すべての取引データに基づき検証を行っている。なお，現時点までに，両委員会が事業者の

処分を行った例はない。今後，ＪＥＰＸにおいては，指標としての利便性にも配慮した取引デー

タの公開や定量的分析の一層の充実を図ることとしており11，ＪＥＰＸの積極的な取組による取

引の公平性，信頼性の向上が期待される。 

 

                                                   
8 総合資源エネルギー調査会電気事業分科会報告「今後の望ましい電気事業制度の骨格について」（平成
１５年２月１５日）ｐ６ 
9 「適正な電力取引についての指針」の抜粋については参考資料１２参照。 
10 総合資源エネルギー調査会電気事業分科会において，一般電気事業者から取引所に自主的に電力を投
入する旨の意見が表明されたことを受けて「我が国の供給責任の大宗を担ってきた各一般電気事業者に
おいて，取引所創設初期には取引所への投入の考え方の表明がなされ，またこれに係る取引の成約状況
等の実施状況が適切に公表され，取引所取引の有効性の事後検証が可能となることが適当である。」と
されている（同報告書ｐ１７）。 
11 平成１８年３月２３日総合エネルギー調査会電気事業分科会第７回制度改革評価小委員会ＪＥＰ
Ｘ資料 
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（ウ）ＪＥＰＸの情報公開の拡充 

市場の透明性を確保することが，ＪＥＰＸにおける取引に対する信頼性を高め，ＪＥＰＸにお

ける取引の活性化に資するものと考えられる。現在，ＪＥＰＸのスポット市場において公表され

ている情報は，時間帯ごとの売り入札総量，買い入札総量，平均約定価格（ピーク時・昼間・一

日），及び一日の約定量に限定されており，時間帯ごとの約定価格・約定量，売買における入札

カーブについては公表されていない。このため，市場支配力の行使についてＪＥＰＸ外部からの

検証を十分に行うことができない等の指摘がある。ＪＥＰＸでは，情報公開の範囲拡大を今後の

課題としているものの，取引に対する信頼性を高めていくためには，ＥＵ各国の取引所で既に公

表されている時間帯ごとの約定価格，量等の情報を公表していくことが望ましい。さらに，ＥＵ

各国の取引所においては，売買における入札カーブの取引参加者への開示が一般的に行われてい

る12。図表２５はオランダ及び英国の取引所であるＡＰＸにおいて公表しているオランダの入札

カーブである。入札カーブの取引参加者への開示は，取引所への信頼度及び予見可能性を高め，

取引所の利用の促進にも資するものと考えられる。このため，今後，ＪＥＰＸにおいても，取引

会員に対する入札カーブの開示を行うことが望ましいと考えられる。さらに，売買における入札

カーブを一般に公表することにより，価格決定及び取引の実態について外部から十分な検証が可

能となり，市場の透明性を高めるものと考えられる。 

   

図表２５ ＡＰＸ（オランダ）で公表されている入札カーブ 

 

（出所：APX Group ホームページ） 

 

                                                   
12 各国の取引所における情報公開範囲については参考資料１３参照 

（注）      ・・・売り入札       ・・・買い入札 
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（２）常時バックアップ 

上記（１）でみたように，ＪＥＰＸは，新規参入者の電力調達手段としての機能を担うべく発足

したが，現段階では取引規模の面においても，主要な調達源としての役割を果たしているとはいえ

ない。また，今後，ＰＰＳは４００万ｋＷ規模の発電施設の運転開始を予定しているが13，常時バ

ックアップ及び自家発余剰電力は，ＰＰＳにとって引き続き主要な電源調達手段であると考えられ

る。 

常時バックアップについて，独占禁止法上問題となる行為等については，「適正な電力取引にお

ける指針」において例示している14。一般電気事業者の中には，常時バックアップはＪＥＰＸにお

ける取引に移行すべきであるという意見がある。一方で，複数のＰＰＳからＪＥＰＸについては価

格及び供給面で不安があることから，常時バックアップの継続を求める要請が寄せられている15。

上記のようなＪＥＰＸの実態を踏まえれば，常時バックアップがＪＥＰＸにおける取引で代替でき

るような状況にはなく，ＪＥＰＸが設立されたことを理由として常時バックアップ取引を拒絶する

ような行為等は，独占禁止法上違法（取引拒絶，差別的取扱い等）となるおそれがあるとの考え方

は引き続き維持する必要がある。また，ＪＥＰＸが設立されたことに加えて，常時バックアップに

おける取引量や取引形態が変化していることを踏まえて，今後必要があれば独占禁止法上問題とな

り得る取引について明確化を図っていくべきであると考えている。 

                                                   
13 詳細は参考資料１４参照。 
14 「適正な電力取引についての指針」の抜粋については参考資料１５参照。 
15 公正取引委員会が行ったヒアリング，アンケート調査による。 
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「適正な電力取引についての指針」（抜粋） 

 

【常時バックアップ関連】 

 
第二部 適正な電力取引についての指針 
Ⅰ 自由化された小売分野における適正な電力取引の在り方 
２ 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為及び問題となる行為 
（２）新規参入者への卸売 

   一般電気事業者による新規参入者への卸売については、①３％以内の同時同量
未達分の卸売（第一変動範囲内「しわとり」バックアップ（注１））、②３～１０％
の選択制の第二変動範囲内の同時同量未達分の卸売（第二変動範囲内バックアッ
プ）、③変動範囲を超過する（注２）同時同量未達分の卸売（変動範囲外バック
アップ）などのインバランス対応のバックアップ及び、④それ以外の継続的な卸
売（常時バックアップ）がある。 

    このうち、①については、新規参入に当たって不可避的に発生するものであり、
一般電気事業者以外にこうした卸売を行うことができないことから、電気事業法
において託送に付随するものとして託送供給約款において定めることになって
いる。②及び③については、新規参入に当たって不可避的には発生しないものの、
やはり一般電気事業者以外にこうした卸売を行うことができないことから、同様
に託送供給約款において定めることとなっている。④は電気事業法上規制されて
いない。 
（注１）「しわとり」とは、一般電気事業者が、新規参入者による需要家への供

給における需要量に対する発電量の不足分を補うことをいう。 
（注２）３～１０％の第二変動範囲を選択しなかった場合は３％を超過するこ

とを指し、第二変動範囲を選択した場合は当該選択した変動範囲を超過
することを指す。 

 
ア 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為 
② 常時バックアップ 

常時バックアップについては、実態的には小売における部分供給と同一の
ものであると考えられることから、小売における標準メニューと整合的な料
金が設定されることが、公正かつ有効な競争の観点から望ましい。 

 
イ 公正かつ有効な競争の観点から問題となる行為 
④ 常時バックアップ 

電力の卸売市場が未整備であり、既存の一般電気事業者が新規参入者及び
需要家に供給し得る発電設備のほとんどすべてを確保し、かつ既存の一般電

資料４ 
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気事業者の供給区域を越えて競争が行われていない状況においては、新規参
入者が常時バックアップの供給元を一般電気事業者以外に見いだすことが
困難であることから、ほとんどの新規参入者は、常時バックアップを既存の
一般電気事業者に依存せざるを得ない状況にある。 
このような状況において、一般電気事業者に供給余力が十分にあり、他の

一般電気事業者との間では卸売を行っている一方で、新規参入者に対しては
常時バックアップの供給を拒否し、正当な理由なく供給量を制限し又は不当
な料金を設定する行為は、新規参入者の事業活動を困難にさせるおそれがあ
ることから、例えば、以下の場合には、独占禁止法上違法となるおそれがあ
る（取引拒絶、差別的取扱い等）。 
（注）取引拒絶等に該当するかどうかは、平成１７年４月から開始される

卸電力取引市場等の電力の卸売市場の動向等を踏まえて、個々の取引
における一般電気事業者の行為が不当に新規参入者の事業活動を困
難にさせるおそれがあるかどうかにより判断されることになる。 

○ 新規参入者に対して、常時バックアップの供給を拒否し、又は正当な理
由なくその供給量を制限すること。 

○ 同様の需要形態を有する需要家に対する小売料金に比べて高い料金
（注）を設定すること。 
（注）常時バックアップ料金の不当性の判断においては、常時バックア

ップにおいては発生しない需要家の供給に係る託送費用や営業費
用を減じないなど、費用の増減を適正に考慮しているかどうかを含
めて評価することとなる。 

○  複数の需要家へ供給している新規参入者に対する常時バックアップ供
給について、新規参入者が当該常時バックアップ契約を一本化するか別建
てにするかを選択できないようにすること。 

○  複数の需要家へ供給する新規参入者に対する常時バックアップ供給に
ついて、新規参入者が常時バックアップ契約の別建てを求めているにもか
かわらず、一般電気事業者が一本化しか認めず、期限付きの需要の終了に
伴い契約電力を減少させた場合に新規参入者に対し精算金を課すこと。 
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【卸電力取引所関連】 

 
第二部 適正な電力取引についての指針 
Ⅰ 自由化された小売分野における適正な電力取引の在り方 
２ 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為及び問題となる行為 
（１）自由化対象需要家に対する小売供給・小売料金の設定 
イ 公正かつ有効な競争の観点から問題となる行為 
⑤ 自家発補給契約の解除・不当な変更 

自家発電設備を有する需要家は、自家発電設備の故障等の際の電力補給の
ため、自家発補給契約を締結することが必要となるが、突発的な事態に対応
するための供給予備力の保有が困難なこと、託送料金の負担などから一般電
気事業者以外の事業者による類似のサービスの提供が実質的に困難な状況
にある。 
このような状況において、一般電気事業者が、新規参入者から電力の供給

を受け、若しくは新規参入者に対して電力を供給し、又は自家発電設備を活
用して新規参入を図ろうとする自家発電設備を有する者（以下「特定自家発
電設備保有者」という。）に対して、自家発補給契約を打ち切る若しくは打
切りを示唆すること、又は従来料金より高く設定する若しくはそのような設
定を示唆することは、自家発電設備を有する需要家が新規参入者との取引を
断念せざるを得なくさせるものであることから、例えば、以下の場合には、
独占禁止法上違法となるおそれがある（排他条件付取引、差別対価等）。 
○  特定自家発電設備保有者に対して、自家発補給契約を打ち切ること。 
○ 特定自家発電設備保有者との自家発補給契約（単独の自家発補給契約）
の料金を、一般電気事業者からの全量供給に付随する場合の自家発補給契
約の料金と比較して、同じ需要形態であるにもかかわらず、高く設定する
こと。 

 
⑦ 需給調整契約の解除･不当な変更 

素材型製造業等を営む産業用電力の需要家の多くが一般電気事業者と需
給調整契約（注）を締結しており、産業用電力の需要家の事業活動にとって
は重要な契約になっている。また、新規参入者が電力を調達する先は、主と
して大規模な自家発電設備を設置する需要家であるが、そのほとんどすべて
が一般電気事業者と需給調整契約を締結している状況にある。 
（注）需給調整契約とは、需要家の負荷パターンを基に、ピーク時間帯の

負荷を軽負荷時に移行させ、ピーク時間帯等における最大使用電力を
従来より低く設定することにより、負荷平準化を確保するとともに一
般電気事業者の需給状況の改善を図り、設備の効率的な運用に資する
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ことを目的とするメニューである。料金単価も、ピーク時間帯につい
ては他のメニューと比較して高額に、深夜等軽負荷時間帯については
安価に設定されており、深夜の操業比率が高い製造業等においては、
こうした負荷パターンに相応した小さな料金負担となるメニューで
ある。 

一般電気事業者が需要家と需給調整契約を締結すること、又は契約を締結
しないこと自体は、直ちに独占禁止法上問題となるものではない。しかしな
がら、このような状況のもと、一般電気事業者が、新規参入者から電力の供
給を受けようとし、又は新規参入者に対して電力を供給しようとする自家発
電設備を有する需要家との既存の需給調整契約を、正当な理由なく、打ち切
る又は打切りを示唆することは、当該需要家が新規参入者との電力取引や自
らの新規参入を断念せざるを得なくさせるものであることから、例えば、以
下の場合には、独占禁止法上違法となるおそれがある（差別的取扱い、取引
妨害等）。 
○ 需要家が一般電気事業者以外の新規参入者から部分供給を受ける場合
に、一般電気事業者から供給を受ける負荷の形態が従来より悪化しないに
もかかわらず、既存の需給調整契約を打ち切る又は打ち切ることを示唆す
ること。 

○ 余剰電力の販売先を既存の一般電気事業者から新規参入者に変更する
自家発電設備を有する需要家に対して、一般電気事業者から供給を受ける
負荷の形態が従来より悪化しないにもかかわらず、既存の需給調整契約を
打ち切る又は打ち切ることを示唆すること。 

○ 自家発電設備の電力容量を増強して、余剰電力を新規参入者に販売する
自家発電設備を有する需要家（従前、一般電気事業者から電力を購入して
いた場合を含む。）に対して、一般電気事業者から供給を受ける負荷の形
態が従来より悪化しないにもかかわらず、既存の需給調整契約を打ち切る
又は打ち切ることを示唆すること。 

○ 増強した自家発電設備の電力容量を活用して新規参入しようとする自
家発電設備を有する需要家（従前、一般電気事業者から電力を購入してい
た場合を含む。）に対して、一般電気事業者から供給を受ける負荷の形態
が従来より悪化しないにもかかわらず、既存の需給調整契約を打ち切る又
は打ち切ることを示唆すること。 

 
⑧ 余剰電力購入契約の不当な変更等 

一般電気事業者に卸売を行う事業者（卸電気事業者・卸供給事業者・自家
発電設備を有する需要家等。以下「卸事業者」という。）は、発電電力の一
部を新規参入者に卸売したり、直接需要家に供給することにより新規参入す
ることが可能であり、電気事業分野における公正かつ自由な競争を促進する
観点から、これらの事業者の参入が期待されているところである。 
しかしながら、一般電気事業者が、新規参入者に卸売しようとし、又は直
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接需要家に供給しようとする卸事業者に対して、自己が供給を受ける分の購
入契約を解除する若しくは解除を示唆すること、又は購入料金を引き下げる
若しくはそのような引下げを示唆することは、卸事業者が新規参入者との取
引を断念せざるを得なくさせるものであることから、独占禁止法上違法とな
るおそれがある（取引拒絶、差別対価等）。 
なお、電源を保有する事業者が、全量を一般電気事業者に卸売する場合と

異なり、その一部を小売に転用する場合であって、小売量の変動に伴う余剰
電力量の変動が生じる場合には、一般電気事業者が全量購入時と比べて供給
の安定性の低下を適正に反映した購入単価の引下げを行っても、直ちに独占
禁止法上問題とならない。 

 
 
Ⅲ 一般電気事業者の電気の調達分野における適正な電力取引の在り方 
１ 考え方 
（４） なお、平成１７年４月より、経済融通が廃止されるとともに、私設・任意の

市場である卸電力取引市場における取引が開始される。我が国初の試みである
卸電力取引市場には、指標価格の形成、需給ミスマッチを解消する販売・調達
手段の充実といった事業者のリスクマネジメント機能を十分発揮することが
求められており、今般の電気事業制度改革において重要な役割が期待されてい
る。現状において発電設備の大半を所有している一般電気事業者には、取引開
始当初は卸電力取引市場へ投入し、また、必要に応じて卸電力取引市場からの
調達を行うことが期待されており、卸電力取引市場を利用して電力を投入・調
達しようとする際にも、当該卸電力取引市場が定める透明公正な手続、公正な
ルールに従って取引を行うことが求められる。 



 
常時バックアップ料金と小売料金の比較について 

 
平成１８年９月１４日 
経 済 産 業 省 

 
○小売料金は、個々の需要場所の契約電力の大きさや需要の種類によって、特

別高圧、高圧、業務用、産業用などに分類され、異なる料金が決められてい

る。 
 
○他方、常時バックアップ契約は、導入当初はＰＰＳの顧客毎に行われていた

が、現時点では、ＰＰＳの電源構成の一環として、一括して契約電力を決め

ており、ＰＰＳの個々の顧客との対応関係が希薄になっている。 
 
○従って、小売料金を基準に常時バックアップ料金を比較する際には、契約の

単位が一致しない料金同士を比較しているという問題点に留意することが必

要。 
 
○例えば、特別高圧料金が９円／ｋＷｈで、高圧料金が１０円／ｋＷｈであり、

すべての需要の月間平均使用時間が３００ｈであったと仮定すると、常時バ

ックアップとしては５万ｋＷの同じ形態であるにも関わらず、下記のように

小売先によって比較のメルクマールが異なってしまう。 
 
  ①特別高圧５０００ｋＷ×１０需要場所の場合 

月額＝５０００ｋＷ×３００ｈ×９円／ｋＷｈ×１０ヶ所  
＝１３５百万円 
 

②高圧５００ｋＷ×１００需要場所の場合 
 月額＝５００ｋＷ×３００ｈ×１０円／ｋＷｈ×１００ヶ所 

    ＝１５０百万円 
 
○つまり、常時バックアップ供給自体にはなんら変化がないにもかかわらず、

小売の売り先の変動によって、その独禁法上の判断の基準となる料金水準が

変動してしまうのは、望ましくないのではないか。 
 
 


